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図１　風力発電、太陽光発電の設置容量
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２０１０年度導入目標
風力発電　：　 3000MW
太陽光発電　：4820MW
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再生可能エネルギーのイノベーションと普及―風力発電と太陽光発電 

 
○井上 芳範、宮崎久美子（東京工業大学） 

 
 

１．はじめに 

近年、環境汚染や地球温暖化現象等が問題となり、個人や企業の意識が変化し、環境ビジネスに

大きな注目が集まっている｡しかし地球温暖化対策に有効であるはずの再生可能エネルギーの多く

はエネルギー密度が低く、利用に当たり大容量化技術や経済性面で問題がある｡その結果、企業経営

では施設導入コストと投下資金回収のバランスが成立しないことに起因して普及拡大には繋がらな

いことが起こる｡ 本稿では日本の風力発電システム及び太陽光発電システムの技術と市場の相互

作用に焦点をあてて普及過程を分析し、エネルギー政策への改善提案を行う｡ 

 

２．問題提起 

我が国の電源構成をみる

と 1990 年から 1999 年まで

火力発電の伸長率が一番高

く、次いで原子力、水力の

順になっている｡2010 年に

向け火力発電は少し傾斜が

ゆるくなるが依然として増

加傾向にある｡原子力は更

なる伸長を示している｡  

風力発電に関しては、2010

年導入目標 3000MW に対し

2005 年度末で 1078MW と近

年急速の導入が進んできた

が、目標に対し 36％の達成

率である。太陽光発電に関しては、同様に 2010 年導入目標 4820MW に対し 2005 年末で 1422MW、目

標に対し 30％の達成率である（図１ 参照）。 目標到達が危ぶまれる中、2010 年の目標を達した

としても電源構成に占める比率は、風力発電で 1.6％、太陽光発電で 2.6％と非常に低い目標値であ

る。 しかも自然エネルギー利用率を考慮した需要電力量で換算すると風力発電は１/５程度に、同

様に太陽光発電は 1/10 程度に減じられる。 これに対し、再生可能エネルギー利用の先進国といわ

れている欧州のトレンドを見てみると、風力発電だけで 2000 年には 12.3GW（全発電量の 2.1％）か

ら 2010 年には 75GW（全発電量の 10.6％）、2020 年には 180GW（全発電量の 21％）に推移する計画

である。 

以下では、風力発電及び太陽光発電の普及に影響する技術イノベーションの発生と普及について

述べる。 

 

３．生可能エネルギーの普及モデル 

図２に風力発電及び太陽光発電の普及モデルを示す。風力発電の普及を促進していく上で最も重

要なのは経済的要因である。これらのシステムから得られる電気で投資コストを回収できるように

ならねばならない。投資コストを回収するためには設備を大型化し、規模の経済を高めることが必

要となる。ところが市場で利用していくには品質と安全性に関する要求レベルが高い反面、発電の

価値が相対的に低く経済性に問題がある。地球温暖化対策を背景に、風力発電機器や設置工事に要
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥

同期機 ●

誘導機（巻線二次励磁） ●

半可
変速

誘導機（巻線二次抵抗） ●

固定
速

誘導機（かご形） ● 〇 〇 〇

なし ●

あり ● 〇 〇 〇 〇 〇

アクティブストール ●

可変ピッチ ● 〇 〇 〇

ストール ● 〇

1980年代後半 2000年代前半

図３．風力発電の技術軌道
〇継続的 ●：イノベーティーブ
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図２　再生可能エネルギーの普及モデル
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するコストを削減し、既存の発電システムと競合できる再生可能エネルギーシステムの供給圧力が

発生する。 これに対し、産業単独で解決できる問題でないことから、政府、産業、学術団体が関

わり上述の問題を制度的に解決していく行為が発動される。技術開発の重点は安全、性能向上、製

造コストの削減におかれ、この技術が市場に浸透していくには産学連携で技術知識を高めることで

対応が取られる。産業が製造に関わる知識を高め学習効果により設置コストを低減し、現在価値ベ

ースでランニングコストが既存の発電システムと競合し共存できるレベル迄競争力を付けるよう政

府が設置支援を行う対応をとることになる。もし、既存発電システムに経済的に競合できなかった

としても、地球温暖化対策やエネルギーセキュリティによる外部要因を受け、再生可能エネルギー

システムのクリチカルポイントを回避する新たなシステミックな取り組みがこのインスティテュー

ショナルナルに行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．技術軌道と経済性評価 

再生可能エネルギーシステムに関する知識は R&D,設計、製造、据付を重ねることにより高まり、

その軌道は技術軌道となる。以下、風力発電システムと太陽光発電システムに関する技術軌道及び

これらが経済性に影響する過程を概観する。 

 

４．１ 風力発電  

ドミナントデザインであるデンマーク

のオリジナルデザインにピッチ制御が採用

された。それまではストール制御により定

格風速以上の風速域では失速現象により風

力エネルギーを電力に変換できなかったが、

ピッチ制御の採用により発電機のもつ性能

に近づけるように、補完関係にある翼にお

ける変換効率が上がるようになった。その

結果パワー係数が向上した。つまり、モジ

ュールユニット内で統合性能が向上した。 

次の段階では製品システムのユニット間で

イノベーションが発生した。可変速機能の

採用である。製品システムが外部環境に対

して非線形特性を持つような場合、系内レ

ベルで技術不均衡を解消しただけでは非線

形特性はリニア特性に対し性能差を解消す

ることは出来ない。このために相互関係に

ある系と協調して単独では行えない外部環

境からの干渉を非干渉化することによってリ
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表１　風力発電ならびに太陽光発電の設置コスト

回帰式 Y X R2

単機設置 Y = -33.828Ln(x) + 472.11 0.53

集合設置 Y = -13.655Ln(x) + 328.85 0.26

Y = -12.528Ln(x)+151.59   
平均設置コスト
(千円/ｋW)

設置容量
（MW) 0.94

データ出所：NEDO、NEF

太陽光

平均設置コスト
(千円/ｋW)
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① ② ③ ④ 開発項目

薄膜Siハイブリッド ●
高効率化

製膜の高速化
大面積化

アモルファスSi □ ● ○ ○
高効率化
劣化防止

フレキシブル化

多結晶Si □ ● ○ ○
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製造プロセスの簡素化

単結晶Si /アモルファ
スSi

● ○

単結晶Si □ ● ○ ○

1970 1980 1990 2000

図４．太陽光発電モジュールの技術の軌道
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ニアに近い特性を得て、製品の全体性能をあげることが出来た。つまり、技術不均衡の解消範囲は

系内か系外へと協調を求めて拡がり、その両者の統合の結果で性能が向上してきた（図３ 参照）。

これらの技術が大型機に生かされ、風力タービンの効率アップによるランニングコストの低下が可

能となった。さらに集合設置による規模の経済性が見込めるようになってきた。 据付、設置にお

いて、当初は先行するデンマークやドイツから低価格の輸入機が採用されたが、1996 年に中型機が

産官連携で開発され、2003 年には民間主導で大型機が開発され、引き続き量産効果により設置コス

トの低減が進み、国内において国産機の導入が増加してきた。 

 

４．２ 太陽光発電 

太陽電池の開発プロセスでは、シリコン材料の入手困難がきっかけとなって代替性技術軌道を伴

うイノベーションが発生したことである。初期には高純度のシリコン半導体が使われたが、その後

低品位の半導体を活用する技術が開発された。次に薄膜化の技術開発による省資源化のイノベーシ

ョンが発生した。これらの技術をベースに漸進的に変換効率が向上し、太陽エネルギーをより効率

的に電力に変換できるようになってきた。（図４ 参照） これらの技術が需要の約 8 割を占める住

宅用の太陽光発電システムに採用され、生産量増加に伴う経験効果により設置価格低下が可能とな

り、経済性が改善されてきた。 

技術の発展過程の背後には NEDO の先導的技術開発があり、シーズ先行形のサンシャイン計画に端

を発する技術開発が過去 30 年間、約 2000 億円の費用を投じて行われてきた。一般的には、企業は

市場を通して収益性の低下を経験し新しい技術に取り掛かるが、このようなステップ踏むことなく

次々と新しい技術開発に取り組むことができた。しかも同時に多くの企業が並行して技術開発に取

り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 風力発電と住宅用太陽光発電のシステム経済性に関する分析 

  表１．に風力発電システムと住宅用太陽光発電システムの経済性に関わる設置コストについて

の回帰式を示す。建設単価は風力発電、太陽光発電ともに対数的に減少してきており、日本におい

てはこれら

システムの

普及に当た

り、産官学

連携の下、

効果的にイ

ンスティチ

ューショナルな活動が行われてきたことを 物語って

いる。設置においては政府の補助金政策が展開され、風力発電及び太陽光発電の導入が促進されて

きた。導入が進むにつれ、企業における製造や設置に関する学習効果により建設単価が低減し経済

的な好循環サイクルが進んだ。しかしながらこれら発電システムから得られる電力の買い取り価格

－964－



EPN:電力系統 W:風力発電 G:発電システム C: 需要家 MG: マイクログリッド PV: 太陽光発電 DG: 分散電源

出所 : 合田 （ 2004)をもとに筆者作成
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は電力発生コストに対し相対的に低く、一部の集合風力発電施設を除き風力発電と太陽光発電の設

置者の事業収益はマイナスとなっているところが多い。 

 

５．新ビジネスモデル 

2003 年から再生可能エネルギーの普及拡大を狙ったイノベーティブな取り組みがインスティチ

ューショナルに行われた。マイクログリッドの出現である（図５参照）。風力発電は大規模化へと発

展してきたが自然エネルギーに由来した発生電力の安定性に問題があり、一部の地域で電力系統へ

の連携問題が発生し、新たな設置に制限がかかってきた。このため導入目標と現状とのギャップは

縮小できなくなっている。そこでこの不安定電源に対し制御可能な電源と相互補完効果により安定

化を改善し、既存電力システムと同質性を高め自立化し地域エネルギー需要を賄おうとするマイク

ログリッドの実証試験が創発的に始まった。しかしながら現時点では事業化には問題が残っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６.むすび 

 エネルギー危機や地球環境問題を契機に化石エネルギーシステムからの脱却を背景に、高度産業

社会の成長期に築いた既存エネルギーシステムを見直す時期に来ている。これを成功裏に生かすに

は負の外部経済を認識しながら再生可能エネルギーの潜在的活用を国が主導となって政策を立案推

進していくことである。前述では我が国には再生可能エネルギーの普及拡大に向けたインスティチ

ューショナルなポテンシャルパワーが存在し、効果的な取り組みが行われてきたことが明らかにな

った。このような力が今後の再生可能エネルギーの技術イノベーションの発生ならびに普及に与え

る影響は大きい。しかしながら先行する EU 諸国に比較し再生可能エネルギーの導入速度は遅い。風

力発電及び太陽光発電システムの経済性を高めるには学習効果により設置コストを下げることであ

る。将来目標に目を向けると、風力発電のロードマップには、2020 年までの設置容量として 10.0

ＧＷ、太陽光発電のロードマップには同様に 34.2ＧＷが想定されている。一方では、今後 10 年間

で９機の原子力発電（12.3ＧＷ）が新たに運転開始する計画となっている。いずれロードマップの

目標を到達するのであれば、少資源国であるわが国は、昨今の地球温暖化を鑑み 2005 年時点で風力

発電と太陽光発電で合計 0.2ＧＷ程度の設置容量から早急に脱するよう、一つのオプションとして

原子力開発を振り替えてでも再生可能エネルギー開発にあて、イノベーション活動の学習効果を高

めるタイムスロットを確保し、イノベーションをインスティチューショナルに加速することを提案

する。 
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